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法人単位資金収支計算書
第一号第一様式

(自)令和 7年 4月 1日(至)令和 8年 3月31日

(単位:円)

備考差異(A)-(B)決算(B)予算(A)勘定科目

△11,821,790

0

△11,821,790

9,070,000

△129,996
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0

0

0
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1,441,734
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138,905

1,489
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2,470,692

9,946

198,277,298

186,455,508

11,821,790

―

△23,140,004

25,517,192

4,937,192

20,580,000

2,377,188

2,377,188

△25,687,204

27,937,204

23,937,204

4,000,000

2,250,000

2,250,000

60,648,998

212,265,700

27,928,368

19,364,508

30,429,266

134,543,558

272,914,698

2,520,095

511

534,730

244,039,308

25,820,054

186,455,508

186,455,508

0

△140,000

9,210,000

△23,270,000

25,690,000

5,110,000

20,580,000

2,420,000

2,420,000

△25,730,000

27,980,000

23,980,000

4,000,000
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2,250,000

58,070,000

217,481,000

28,280,000
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275,551,000
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当期末支払資金残高(11)+(12)

前期末支払資金残高(12)

当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10)

予備費支出(10)

その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)

その他の活動支出計(8)

その他の活動による支出

積立資産支出

その他の活動収入計(7)

その他の活動による収入

施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

施設整備等支出計(5)

固定資産取得支出

設備資金借入金元金償還支出

施設整備等収入計(4)

施設整備等補助金収入

事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

事業活動支出計(2)

就労支援事業支出

事務費支出

事業費支出

人件費支出

事業活動収入計(1)

その他の収入

受取利息配当金収入

経常経費寄附金収入

障害福祉サービス等事業収入

就労支援事業収入



第二号第一様式

(単位:円)

(自)令和 7年 4月 1日(至)令和 8年 3月31日

法人単位事業活動計算書

増減(A)-(B)前年度決算(B)当年度決算(A)勘定科目

3,699,533609,063,717612,763,250

19,880,000700,00020,580,000

△5,000,0005,000,000

28,579,533604,763,717633,343,250

37,581,903571,481,814609,063,717

△9,002,37033,281,90324,279,533

△275,31143,717△231,594

1,731,592750,0022,481,594

1,500,000750,0002,250,000

231,5922231,594

1,456,281793,7192,250,000

△43,71943,719

1,500,000750,0002,250,000

△8,727,05933,238,18624,511,127

△262,5432,783,9602,521,417

△262,5432,783,9602,521,417

△262,5452,783,4512,520,906

2509511

△8,464,51630,454,22621,989,710

6,783,606241,620,776248,404,382

83,831△12,391,666△12,307,835

3,800,27944,111,10247,911,381

△5,909,58834,055,24228,145,654

3,114,56716,352,04119,466,608

1,839,85128,589,41530,429,266

3,854,666130,904,642134,759,308

△1,680,910272,075,002270,394,092

△685,6601,220,390534,730

5,472,018238,567,290244,039,308

△6,467,26832,287,32225,820,054
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次期繰越活動増減差額(17)=(13)+(14)+(15)-(16)

その他の積立金積立額(16)

その他の積立金取崩額(15)

基本金取崩額(14)

当期末繰越活動増減差額(13)=(11)+(12)

前期繰越活動増減差額(12)

当期活動増減差額(11)=(7)+(10)

特別増減差額(10)=(8)-(9)

特別費用計(9)

国庫補助金等特別積立金積立額

固定資産売却損･処分損

特別収益計(8)

固定資産売却益

施設整備等補助金収益

経常増減差額(7)=(3)+(6)

サービス活動外増減差額(6)=(4)-(5)

サービス活動外費用計(5)

サービス活動外収益計(4)

その他のサービス活動外収益

受取利息配当金収益

サービス活動増減差額(3)=(1)-(2)

サービス活動費用計(2)

国庫補助金等特別積立金取崩額

減価償却費

就労支援事業費用

事務費

事業費

人件費

サービス活動収益計(1)

経常経費寄附金収益

障害福祉サービス等事業収益

就労支援事業収益



(単位:円)

令和 8年 3月31日現在

第三号第一様式

法人単位貸借対照表

増減前年度末当年度末増減前年度末当年度末

負債の部資産の部

△12,146,051流動負債 24,149,552 36,295,603△289,261213,254,421212,965,160流動資産

△12,734,181事業未払金 12,685,685 25,419,866△3,665,106170,707,552167,042,446現金預金

0１年以内返済予定設備資金借入金 4,000,000 4,000,000919,58536,698,94037,618,525事業未収金

△7,069預り金 19,527 26,5961,936,176997,9722,934,148未収補助金

489,199職員預り金 1,224,340 735,14175,2402,875,3912,950,631売掛金

106,000賞与引当金 6,220,000 6,114,000△91,773666,955575,182貯蔵品

63,300304,450367,750商品・製品

77,700312,860390,560原材料

△526,101556,10130,000立替金

921,718134,2001,055,918前払費用

△3,890,250固定負債 28,277,300 32,167,550△1,650,592832,687,578831,036,986固定資産

△4,000,000設備資金借入金 6,000,000 10,000,000△31,946,051574,763,595542,817,544基本財産

△470,250退職給付引当金 5,697,300 6,167,5500195,885,256195,885,256土地

580,000役員退職慰労引当金 16,580,000 16,000,000△31,946,051375,878,339343,932,288建物

△16,036,301負債の部合計 52,426,852 68,463,15303,000,0003,000,000定期預金

純資産の部30,295,459257,923,983288,219,442その他の固定資産

0基本金 42,683,418 42,683,418△1,859,3111,859,3110建物

0第１号基本金 40,527,236 40,527,236△4,801,53739,591,06734,789,530構築物

0第３号基本金 2,156,182 2,156,182022機械及び装置

△10,183,085国庫補助金等特別積立金 131,348,626 141,531,711△366,68511,910,89911,544,214車輌運搬具

20,580,000その他の積立金 204,780,000 184,200,00015,281,20810,762,80126,044,009器具及び備品

580,000役員退職慰労積立金 16,580,000 16,000,000△11,055162,237151,182権利

0工賃変動積立金 1,700,000 1,700,000△996,7152,780,0661,783,351ソフトウェア

0人件費積立金 5,000,000 5,000,000060,00060,000投資有価証券

0修繕積立金 53,000,000 53,000,000580,00016,000,00016,580,000役員退職慰労引当資産

0備品等購入積立金 14,000,000 14,000,000△504,9006,597,6006,092,700退職共済預け金

20,000,000施設整備等積立金 114,500,000 94,500,00001,700,0001,700,000工賃変動積立資産

3,699,533次期繰越活動増減差額 612,763,250 609,063,71705,000,0005,000,000人件費積立資産

△9,002,370(うち当期活動増減差額) 24,279,533 33,281,903053,000,00053,000,000修繕費積立資産

014,000,00014,000,000備品等購入積立資産

20,000,00094,500,000114,500,000施設整備等積立資産

10,000010,000差入保証金

14,096,448純資産の部合計 991,575,294 977,478,8462,964,45402,964,454長期前払費用

△1,939,853負債及び純資産の部合計 1,044,002,146 1,045,941,999△1,939,8531,045,941,9991,044,002,146資産の部合計



別紙１

 1. 継続事業の前提に関する注記
該当なし

 2. 重要な会計方針
(1)有価証券の評価基準及び評価方法
　　総平均法による原価法

(2)棚卸資産の評価基準及び評価方法
　　最終仕入原価法による原価法

(3)固定資産の減価償却方法
　　平成19年3月31日以前に取得したものについては旧定額法、平成19年4月1日以降に取得
　　したものについては定額法による。

(4)引当金の計上基準
　　 賞与引当金　職員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計
　　　　　　　　　上している。
　 　退職給付引当金　職員の退職金の支給に備えるため、社会福祉法人金沢市社会福祉協議
　　　　　　　　　　　会社会福祉事業従事者互助会制度に係る期末退職支給額を計上して
　　　　　　　　　　　いる。
　　 役員退職慰労引当金　役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給
　　　　　　　　　　　　　額を計上している。
　　 徴収不能引当金　該当なし。

(5)消費税等の会計処理
　　消費税等の会計処理は、税込方式による。

 3. 重要な会計方針の変更
該当なし

 4. 法人で採用する退職給付制度
平成28年3月31日までの採用者については独立行政法人福祉医療機構の退職共済制度及び
社会福祉法人金沢市社会福祉協議会社会福祉事業従事者互助会規約の定める退職共済制度
による。平成28年4月1日以降の採用者は社会福祉法人金沢市社会福祉協議会社会福祉事業
従事者互助会規約の退職共済制度の定めによる。

 5. 法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分
当法人の作成する計算書類は以下のとおりになっている。
　　　当法人の作成する計算書類は以下のとおりになっている。

　　　(1)法人全体の計算書類（会計基準省令第1号第1様式、第2号第1様式、第3号第1様式）

　　　(2)事業区分別内訳表（会計基準省令第1号第2様式、第2号第2様式、第3号第2様式）
　　　　　当法人では社会福祉事業のみ実施している為作成していない。

　　　(3)社会福祉事業における拠点区分別内訳表（会計基準省令第1号第3様式、第2号第3様式、第
　　　　　3号第3様式）

　　　(4)公益事業における拠点区分別内訳表（会計基準省令第1号第3様式、第2号第3様式、第3号
　　　　第3様式）
　　　　　当法人では、公益事業を実施していないため作成していない。

　　　(5)収益事業における拠点区分別内訳表（会計基準省令第1号第3様式、第2号第3様式、第3号
　　　　第3様式）
　　　　　当法人では、収益事業を実施していないため作成していない。

　　　(6)各拠点区分におけるサービス区分の内容
　　　　　ア.本部拠点（社会福祉事業）
　　　　　　　「本部」
　　　　　イ.はばたき拠点（社会福祉事業）
　　　　　　　「就労継続支援B型事業」
　　　　　ウ.メルクマール拠点（社会福祉事業）
　　　　　　　「生活介護事業」
　　　　　　　「日中一時支援事業」
　　　　　エ.こだま拠点（社会福祉事業）
　　　　　　　「放課後等デイサービス事業･児童発達支援事業」
　　　　　　　「日中一時支援事業」

計算書類に対する注記(法人全体用)



　　　　　オ.なごみ拠点（社会福祉事業）
　　　　　　　「共同生活援助事業」
　　　　　　　「短期入所事業」
　　　　　　　「相談支援事業」

 6. 基本財産の増減の内容及び金額
基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

(単位:円)

 7. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
該当なし

 8. 担保に供している資産
該当なし

 9. 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位:円)

10. 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

(単位:円)

11. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
該当なし

12. 関連当事者との取引の内容
該当なし

13. 重要な偶発債務
該当なし

14. 重要な後発事象
該当なし

15. 合併及び事業の譲渡若しくは事業の譲受け
該当なし

16. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態
    を明らかにするために必要な事項

(1)建物（基本財産）について
令和7年度において、過年度に取得し建物附属設備（基本財産）に計上していたが、
基本財産の建物へ科目変更をした。
基本財産の建物へ科目変更した資産と当該資産の期末帳簿価額は以下のとおりである。
・LED化工事（メルクマール）　　　   　　　　　　　　　　　1,111,897円
・LED化工事（なごみ）　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　741,845円

合計 43,503,304 0 43,503,304

未収補助金 2,934,148 0 2,934,148
売掛金 2,950,631 0 2,950,631

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高
事業未収金 37,618,525 0 37,618,525

小計 211,054,918 138,677,163 72,377,755
合計 992,480,884 576,170,841 416,310,043

車輌運搬具 11,544,214
器具及び備品 26,044,009

30,754,253
71,833,397

42,298,467
97,877,406

構築物 34,789,530
機械及び装置 2

35,647,595
441,918

70,437,125
441,920

その他の固定資産

建物 343,932,288
小計 343,932,288781,425,966

781,425,966 437,493,678
437,493,678

取得価額 減価償却累計額 当期末残高
基本財産

定期預金 3,000,000 0 0 3,000,000
合計 574,763,595 1,859,311 33,805,362 542,817,544

土地 195,885,256 0 0 195,885,256
建物 375,878,339 1,859,311 33,805,362 343,932,288

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高



　　令和7年度において、過年度に取得しその他の固定資産（建物）に計上していたが、
　　基本財産の建物へ科目変更をした。

基本財産の建物へ科目変更した資産と当該資産の期末帳簿価額は以下のとおりである。
・玄関ドアセキュリティー工事（はばたき）　　　　　　　　441,391円
・東側避難階段踊り場・小屋根設置・防水修繕（はばたき）　308,717円
・流し台（メルクマール）　　　　　　   　　　　　 　　　884,100円

(2)車両及び運搬具について
　 令和7年度において令和6年度にはばたき拠点で取得した車両（シエンタ）の取得価額に含まれていた

リサイクル預託金11,650円を「車両及び運搬具」から「リサイクル預託金」へ訂正し、
令和6年度のリサイクル預託金に係る減価償却費811円を訂正した。




